
環境影響評価法及び府環境影響評価条例改正の概要

・

・

制度を巡る状況変化・課題 法改正事項 条例改正事項

補助金が交付金化されることに
より、これまで対象だった事業
が対象外となる可能性
風力発電事業の大幅な増加、騒
音等への苦情・鳥類への被害
（自主アセスでは住民参加が不
十分との指摘）

・ 事業実施段階では枠組が全て決
定されていて、柔軟な環境保全
の視点が困難な場合がある
(例えば、より有効な生物多様性
保全策が選択される可能性が低
くなるとの指摘)

戦略的環境アセスメント

対象事業

方法書・準備書段階

・ 事業の許認可権者が自治体の場
合、環境大臣の意見提出の仕組
みがない（例えば公有水面埋立
事業で、アセスが不十分との指
摘）

評価書段階

・ 報告・公表の仕組みがなく、事
後調査等の状況を住民や行政が
確認できない
(例えば、移植の失敗等が確認で
きず、生物多様性保全が確保で
きないとの指摘)

事後調査

◎交付金事業を対象事業に追加

○規則改正（H24.10. 1施行）

風力発電事業の追加
第１種事業 1,500kW以上

（政令改正）
風力発電事業の追加
第１種事業 10,000kW以上
第２種事業 7,500kW以上

◎今回の条例改正案

配慮書手続の新設

◎配慮書手続の新設

事業の位置、規模等の検討段
階で環境影響評価を実施

◎条例改正（H24. 4. 1施行）

・方法書段階における説明会の
開催
・方法書及び評価書の要約書の
作成を義務化

・インターネット公表の義務化

（法アセス関係）
・市長が直接意見を述べる場合
の知事意見作成手続の整理

◎方法書段階における説明会の
開催及び要約書作成を義務化

◎評価項目等の選定段階におけ
る環境大臣の技術的助言

◎事後調査等に係る手続の具体
化（報告書手続の導入）
評価書に盛り込まれた事項
等に関する事業実施中の調
査・措置等の公表等

◎条例改正（H25. 4. 1施行）

（法アセス関係）
条例に規定する法事業に係る
事後調査手続との整理
工事中：法報告書手続
供用後：条例事後調査

◎許認可権者が地方自治体であ
る場合の環境大臣助言手続の
創設

法改正の概要

○ 法施行後１０年が経過し、社会状況の変化や法及び条例の運用実態から明らかになった課題に対応
するため、法及び政省令が改正され、条例及び規則についても法改正事項を踏まえ、府環境審議会の
答申を受け、平成２３年度中に第１次の改正を実施。法と同時施行。

○ 配慮書手続については、法と条例の対象事業の違い等を踏まえ、継続審議とし、平成２４年１１月

に審議を再開。

◎インターネット公表の義務化
◎政令で定める市から事業者へ
の直接の意見提出
（改正前：市長→知事→事業者）

・

・

・
・

方法書の分量が多く、専門的
（例えば、コミュニケーション
不足との指摘）
方法書段階で環境大臣の意見提
出の仕組みがない
行政手続電子化の進展
地方分権の進展、都道府県も市
も条例を有する場合に審査スケ
ジュールが困難

第一次条例改正：H23.12.27
規則改正：H24. 3.31


